
令和 ４ 年度税制改正について

一　令和 4 年度税制改正の経緯

　令和 4 年度税制改正については、令和 3 年12月
10日に与党において「令和 4 年度与党税制改正大
綱」が決定され、これを踏まえ、同年12月24日に

「令和 4 年度税制改正の大綱」が閣議決定されま
した。
　その後、この大綱に基づいて作成された「所得
税法等の一部を改正する法律案」が、本年 1 月25
日に国会に提出され、 3 月22日に成立、同月31日
に公布されました。
　本稿においては、「所得税法等の一部を改正す
る法律」の概要を中心に説明します。

1 　令和 4年度税制改正の基本的考え方

　昨年10月に岸田内閣が発足し、総理の所信表明
演説の中で、「成長と分配の好循環」と「コロナ
後の新しい社会の開拓」をコンセプトに、新しい
資本主義の実現に向けて取り組んでいくことが表
明されました。この方針の実現にあたっては、企
業が研究開発や人的資本などへの投資を強化し、

中長期的に稼ぐ力を高めるとともに、その収益を
更なる未来への投資や、株主だけでなく従業員や
下請企業を含む多様なステークホルダーへの還元
へと循環させていくことを通じ、企業として持続
的な成長を達成するという本来の使命をより一層
果たしていくことが必要不可欠となっています。
　こうした観点を踏まえ、令和 4 年度税制改正に
おいては、積極的な賃上げを行うとともに、多様
なステークホルダーに配慮した経営に取り組む企
業に対し、賃上げに係る税制措置を抜本的に強化
するとともに、スタートアップと既存企業の協働
によるオープンイノベーションを更に促進するた
めの措置を講ずることとしました。また、2050年
カーボンニュートラルの実現に向けた観点等を踏
まえ、住宅ローン控除等の見直し等を行うことと
しました。
　これらの改正により、平年度では1,530億円の
減収、令和 4 年度においては740億円の減収とな
ることが見込まれます（（参考）参照）。
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令和 4年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額
（単位：億円）

改 正 事 項 平年度 初年度

1 ．個人所得課税
　住宅ローン控除の見直し

2 ．法人課税
　⑴　積極的な賃上げ等を促すための措置
　⑵　 5 Ｇ導入促進税制の見直し
　⑶　保険会社等の異常危険準備金制度の見直し

　　法人課税　計

3 ．消費課税
　⑴　航空機燃料税の税率の見直し
　⑵　沖縄県産酒類に係る酒税の軽減措置の段階的廃止

　　消費課税　計
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合　　計 ▲　1,530 ▲　740

（注 1 ）�　上記の計数は、10億円未満を四捨五入している。
（注 2 ）�　住宅ローン控除の見直しによる平年度減収見込額は、令和 4 年から令和 7 年までの居住分について、

改正後の制度を適用した場合の減収見込額と改正前の制度を適用した場合の減収見込額との差額（ 1 年
当たり）の平均額を計上している。

（注 3 ）�　完全子法人株式等の配当に係る源泉徴収の見直しにより、所得税及び法人税あわせて、令和 5 年度に
▲0.8兆円の減収が生じ、令和 7 年度に＋0.8兆円の増収が生じることとなる。

二　令和 4 年度税制改正の概要

1 　成長と分配の好循環の実現

⑴　積極的な賃上げ等を促すための措置（賃上げ
促進税制）
　「成長と分配の好循環」の実現に向けて、積
極的な賃上げを促すとともに、株主だけでなく
従業員、取引先などの多様なステークホルダー
への還元を後押しする観点から、一定規模以上
の企業については、マルチステークホルダーに
配慮した経営に宣言することを要件としつつ、
賃上げに係る税制措置を抜本的に強化すること
としました。
　なお、上記の賃上げ促進税制とあわせて、政
府としては、赤字で減税の恩恵を受けられない
企業に対して、賃上げを行う場合の補助金の補
助率を引き上げる特別枠の設定を行うことや人
への投資を積極化させるための施策パッケージ

の創設、下請け取引の適正化、中小企業の転嫁
対策の実施などに取り組むこととしており、こ
れらの施策により民間の賃上げを促していくこ
ととしています。
　また、本税制の議論が行われた与党税制調査
会がとりまとめた「令和 4 年度与党税制改正大
綱（令和 3 年12月10日）」においては、第一章
で、「未来への投資等に向けた経済界への期
待」と題し、今回講じられる賃上げ促進税制の
抜本的強化等の施策の趣旨を踏まえ、「経済界
に対しては、「成長と分配の好循環」の実現と、
ひいては「コロナ後の新しい社会の開拓」に向
けて、より積極的な役割を果たすよう求めた
い」との記述も盛り込まれています。
①　大企業向け

　継続雇用者の給与総額を 3 ％増加させた場
合の15％の税額控除に加え、以下の場合に控

（参考）
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除率を上乗せすることとしました（最大30％）。
・　継続雇用者の給与総額を対前年度 4 ％以

上増加させた場合には、税額控除率に10％
を加算　

・　教育訓練費を対前年度 2 割以上増加させ
た場合には、税額控除率に 5 ％を加算

②　中小企業向け
　中小企業について、全雇用者の給与総額を
1.5％増加させた場合の15％の税額控除に加
え、以下の場合に控除率を上乗せすることと
しました（最大40％）。
・　全雇用者の給与総額を対前年度2.5％以

上増加させた場合には、税額控除率に15％
を加算

・　教育訓練費を対前年度 1 割以上増加させ
た場合には、税額控除率に10％を加算

⑵　オープンイノベーション促進税制の拡充
　スタートアップを徹底支援するとともに、既
存企業の事業革新を促すことにより、企業が生
み出す付加価値の向上につなげることも、「成
長と分配の好循環」の実現に向けて必要不可欠
です。このため、スタートアップと既存企業の
協働によるオープンイノベーションを更に促進
する観点から、対象に設立10年以上15年未満の
研究開発型スタートアップを追加する等の拡充
を行った上で、適用期限を 2 年間延長しました。

⑶　 5Ｇ促進税制の見直し
　昨年10月の総理所信表明演説においては、地
方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波
を起こし、地方と都市の差を縮めていく「デジ
タル田園都市構想」を進めることが盛り込まれ
ました。このデジタル田園都市国家構想実現に
向けては、 5 Ｇ全国ネットワークについて、高
度なインフラを都市・地方で一体的に整備しつ
つ、特に条件不利地域における整備を加速する
ことが重要です。また、企業等の多様な主体が
自らシステムを構築するローカル 5 Ｇについて

も、社会課題解決や事業革新等に向け、導入を
後押しすることが求められています。こうした
観点から、対象設備の要件や税額控除率等の見
直しを行った上で、適用期限を 3 年間延長しま
した。

⑷　住宅ローン控除等の見直し
　本格的な人口減少・少子高齢化社会が到来す
る中、2050年カーボンニュートラルの実現にむ
けた対策が急務となっています。こういった社
会環境の変化等に対応した豊かな住生活を実現
するためには、住宅の省エネ性能の向上及び長
期優良住宅の取得の促進とともに、既存の住宅
ストックの有効活用及び優良化を図ることが重
要です。こうした考え方に基づいて、具体的に
は以下の所要の見直しを行いました。
・　住宅ローン控除は 4 年間延長しました。
・　カーボンニュートラル実現の観点から、省

エネ性能等の高い認定住宅等につき、新築住
宅・既存住宅ともに、借入限度額の上乗せを
行います（消費税率引き上げに伴う反動減対
策としての借入限度額の上乗せ措置は終了）。
令和 6 年以降に建築確認を受けた新築住宅に
ついては省エネ基準への適合を要件化する等
の措置を講じます。

・　新築住宅等について控除期間を13年とする
ほか、一定の場合（注）に40㎡以上の住宅を
控除対象としました。

（注）　令和 5 年以前に建築確認を受けた新築住

宅において、合計所得金額1,000万円以下の

者

・�　会計検査院の指摘に対応する観点から、控
除率を0.7％とします。また所得要件を2,000
万円以下としました。

・�　住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置
は、格差の固定化防止等の観点から、非課税
限度額を見直した上で、適用期限を 2 年間延
長しました。
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2 　円滑・適正な納税のための環境整備

⑴　税理士制度の見直し
　税理士を取り巻く状況の変化に的確に対応す
るとともに、多様な人材の確保や、国民・納税
者の税理士に対する信頼と納税者利便の向上を
図る観点から、税理士制度を見直すこととして
います。具体的には、
・　税理士は、業務の ICT 化等を通じて納税

義務者の利便の向上等を図るよう努めるもの
とする旨の規定の創設

・　若年層の税理士試験の受験を容易にし、多
様な人材確保を図るため、受験資格の緩和の
実施

等の措置を講じました。

⑵　記帳義務を適正に履行しない納税者等への対
応
　適正な記帳や帳簿保存が行われていない納税
者については、真実の所得把握に係る税務当局
の執行コストが多大であり、行政制裁等を適用
する際の立証に困難を伴う場合も存在します。
記帳義務の不履行や税務調査時の簿外経費の主
張等に対する不利益がない中では、悪質な納税
者を利するような事例も生じています。

　これらを踏まえ、記帳義務及び申告義務を適
正に履行する納税者との公平性の観点に鑑み、
帳簿の不保存・不提示や記帳不備に対し、過少
申告加算税等の加重措置（＋ 5 ％又は＋10％）
を講ずるとともに、証拠書類のない簿外経費に
ついての必要経費・損金不算入措置を創設する
こととしました。

⑶　財産債務調書制度等の見直し
　財産債務調書制度等について、提出期限を緩
和するなど提出義務者の事務負担の軽減を図る
とともに、適正な課税を確保する観点から、現
行の提出義務者に加えて、特に高額な資産保有
者については所得基準によらずに財産債務調書
の提出義務者とする措置を講ずることとしまし
た。

⑷　税務手続のデジタル化・キャッシュレス化に
よる利便性の向上
　デジタル技術を活用し、納税者が簡単に手続
きを行うことができる環境の整備を行うことが
重要であるとの観点から、登録免許税や自動車
重量税におけるキャッシュレス納付制度の創設
等を行いました。
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